
 

第１回 能登半島地震 奈良県被災地支援対策本部会議 

 

 

  日 時  令和６年１月１１日（木）１１時００分～ 

    場 所    災害対策本部室 

 

 

議事次第 

 

１．報告事項 

 （１）令和６年能登半島地震の被災状況 

 （２）政府、全国知事会、関西広域連合等の対応 

 （３）奈良県の被災地支援状況 

 （４）能登半島地震奈良県被災地支援対策本部の設置 

 

２．協議事項 

 （１）全庁体制による被災地支援の方針 

 



能登半島地震 奈良県被災地支援対策本部 本部員 

役職 職 氏名 

本部長 知事 山下  真 

副本部長 副知事 村井  浩 

副本部長 副知事 湯山  壮一郎 

本部員（事務局長） 危機管理監 松田  浩之 

本部員 総務部長 岡野  年秀 

本部員 知事公室長 吉井  昭彦 

本部員 南部東部振興監 藤井  純一 

本部員 文化・教育・くらし創造部長 舟木  豊  

本部員 こども・女性局長 西村  高則 

本部員 福祉医療部長 山中  淳史 

本部員 医療・介護保険局長 森川  東 

本部員 医療政策局長 筒井  昭彦 

本部員 水循環・森林・景観環境部長 野田  純一 

本部員 産業・観光・雇用振興部長 森本  壮一 

本部員 観光局長 谷垣  裕子 

本部員 食と農の振興部長 乾   新弥 

本部員 県土マネジメント部長 清水  将之 

本部員 地域デザイン推進局長 谷垣  孝彦 

本部員 会計局長 桐田  健吾 

本部員 水道局長 西野  浩行 

本部員 教育長 吉田  育弘 

本部員 警察本部長 安枝  亮 

 



１ 報告事項

（１）令和６年能登半島地震の被災状況
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Nara Prefecture

奈良県

出典 気象庁「震度データベース」



（１）令和６年能登半島地震の被災状況
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Nara Prefecture

奈良県

出典 石川県災害対策本部員会議（令和６年１月10日）資料抜粋



（１）令和６年能登半島地震の被災状況
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Nara Prefecture

奈良県

出典 石川県災害対策本部員会議（令和６年１月10日）資料抜粋



１ 政府の対応
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Nara Prefecture

奈良県
（２）政府、全国知事会、関西広域連合等の対応

・１月１日17時30分 「令和６年能登半島地震特定災害対策本部」設置

・１月１日22時40分 「令和６年能登半島地震非常災害対策本部」設置

・１月１日23時22分 「令和６年能登半島地震非常災害現地災害対策本部」設置

・１月１日 新潟県、富山県、石川県及び福井県は35市11町1村に災害救助法適用を決定

・１月６日 石川県は、19市町に被災者生活再建支援法の適用を決定

・１月８日 第７回非常災害対策本部会議において、岸田内閣総理大臣が、「激甚災害に

対処するための特別の財政援助等に関する法律」に基づく激甚災害指定に向

けた手続を指示

２ 全国知事会、関西広域連合等の対応

・１月２日13時00分 関西広域連合災害対策支援本部設置

・１月２日14時00分 全国知事会緊急広域災害対策本部設置

・１月４日～ 全国知事会及び関西広域連合が連携し、物資支援を継続して実施

・１月４日～ 全国知事会及び中部ブロック、関西広域連合、指定都市市長会等が連携し、

カウンターパート（対口支援）方式による被災市町に対する支援を実施
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（３） 奈良県の被災地支援状況
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Nara Prefecture

奈良県

令和６年能登半島地震にかかる奈良県の対応状況（１月10日現在）

令和６年能登半島地震への本県の対応等について(第11報）（令和６年１月10日報道資料）抜粋

1月4日 10時00分 関西広域連合現地支援本部（石川県庁内）
運営のため、県職員（２名）が出発。

15時15分 石川県庁に到着し、活動開始。
1月7日 22時05分 県職員（２名）が帰庁。

1月9日 10時15分 リエゾン（情報連絡員）として、県職員
（２名）が出発。

1月10日 12時20分 穴水町役場に到着し、活動開始。
1月11日 5時30分 建物被害認定調査職員として、県職員（５

名）が出発予定。

奈良県緊急消防援助隊
（奈良県大隊）

1月1日 19時40分 石川県の進出拠点である金沢競馬場に向
け、統合機動部隊（１０隊４２人）が出
発。21時45分 奈良県大隊（２３隊８１人）が出発。

1月2日 3時55分 統合機動部隊が進出拠点（金沢競馬場）に
到着。

6時52分 奈良県大隊が進出拠点（金沢競馬場）に到
1月4日 12時20分 第２陣（奈良県大隊（３３隊１２０人））

が宿営地（のと里山空港）に到着。
1月6日 4時45分 第３陣（奈良県大隊（３２隊１１６人））

が宿営地（コメリホームセンター穴水店駐
車場）に到着。

1月8日 9時20分 第４陣（奈良県大隊（３２隊１１７名））
が宿営地（コメリホームセンター穴水店駐
車場）に到着。

1月10日 8時30分 奈良県大隊引き上げ開始。
　（活動実績） 火災１件、救助１件、救急１１件、安否確

認１５件
救助１件、救急１８件、安否確認件数多数
救急２１件、安否確認件数多数
救急２１件、安否確認件数多数

（航空後方支援小隊） 1月10日 5時00分 ヘリベース（小松空港）に向け、航空後方
支援小隊（１隊３人）が出発。

9時15分 航空後方支援小隊がヘリベース（小松空
港）に到着し、活動開始。

第3陣（1月6日～7日）
第4陣（1月8日～1月9

職員派遣
（関西広域連合リエゾ
ン）

職員派遣
（穴水町カウンターパー
ト支援）

第1陣（1月1日～3日）

第2陣（1月4日～5日）

項目 対応の状況

1月3日 14時36分 派遣要請あり。
18時30分 奈良県ＤＭＡＴ調整本部設置。

1月4日 10時00分 ７チーム３２名が石川県に向けて出発。
16時32分 石川中央ＤＭＡＴ活動拠点本部（石川県立

中央病院内）に到着。
1月5日 14時00分 石川県立中央病院及び石川県庁において、

病院の診療支援や石川県庁保健医療福祉調
整本部の活動支援などを実施。

1月7日 8時26分 現地での活動終了。
1月10日 9時04分 ３チーム１４名を石川県に追加派遣。

ＤＨＥＡＴ
（災害時健康危機管理支
援チーム）

1月3日 15時40分 派遣要請あり（派遣に向けて調整中）。

保健師等派遣 1月3日 20時42分 派遣要請あり（派遣に向けて調整中）。

1月3日 7時00分 航空隊（航空機１機）が石川県に向けて離
1月4日 14時00分 警備部隊等が石川県に向けて出動。
1月5日 13時40分 航空隊（航空機１機）が帰県。
1月6日 11時45分 特別生活安全部隊が石川県に向けて出動。
1月8日 11時25分 警備部隊等が帰県。

物資支援 1月4日 16時00分 石川県庁から飲料水３０，０００リットル
の要請あり（関西広域連合経由）、石川県
に向けて出発（市民生活協同組合ならコー

1月5日 7時00分 飲料水３０，０００リットル、携帯トイレ
７，５００個、ブルーシート１，０００
枚、食糧１３，５００食、おむつ（大人
用）１００枚を石川県に向けて出発（奈良
県トラック協会が輸送）。

19時頃 全量到着済み。

義援金受付 1月5日 日本赤十字社奈良県支部における義援金受
付開始について県ホームページで周知。

1月9日 県庁舎等に募金箱を設置（８箇所）。
共同募金会における義援金受付について県
ホームページで周知。

ＤＭＡＴ
（災害派遣医療チーム）

奈良県警察広域緊急援助
隊

項目 対応の状況



令和６年能登半島地震により甚大な被害を受けた被災地及び被災者に必要な支援を実施する
ため、「能登半島地震奈良県被災地支援対策本部」を設置。
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Nara Prefecture

奈良県

（４）能登半島地震 奈良県被災地支援対策本部の設置

１ 趣旨

２ 被災地支援対策本部の設置

（１）組 織

本 部 長 ：知 事

副本部長：副知事

事務局長：危機管理監

構 成 員 ：教育長、警察本部長、各部局長、水道局長

また、各部局関係所属による連絡会議を開催し、被災地支援に関する取り組み状況の情報
共有等を実施。

（２）所掌事務

①被災地、被災者に対する支援策の検討、実施に関すること

②被災地、被災者への支援に関する関係機関等との協議に関すること

③その他被災地、被災者への支援に関し、必要な事項に関すること

（３）設 置 令和６年１月１１日
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奈良県

３ 被災地支援対策本部の全体図

総務省 全国知事会 関係省庁等 石川県等

奈良県被災地支援対策本部

連絡会議

事務局：防災統括室

構成員：各部局企画管理室、会計局総務課、水道局総務課、

教育委員会事務局企画管理室、警察本部警備課 等

・被災地の状況、要請内容、支援状況を共有

・庁内関係部局が行う市町村等との連携状況のとりまとめ

県内市町村、関係団体等

被
災
自
治
体

カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
先
・
石
川
県
穴
水
町

支援
（調整後）

支援

要請

関西広域連合

照会 登録

要請

要請 要請 要請 要請

（４）能登半島地震 奈良県被災地支援対策本部の設置
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※救援物資班の主務課は産業・観光・雇用振興部企画管理室 
   
   
   
   ※派遣調整班は、応援職員に関する業務であり、人事給与班、市町村振興班と連携

 

部 局 
班 名 所属名 

備 考 
本部本部本部 本部事務事務事務 事務局局局 局    （危機三課） 

調整班 防災統括室 支援対策本部の運営、会議開催等 
情報収集班 危機三課 応急対策要領による警戒班体制 
消防応援班 消防救急課 緊急消防援助隊派遣要請に関すること 
派遣調整班 防災統括室 被災地への連絡員派遣に関すること 
救援物資班 防災統括室※ 食料、救援物資の調達・供給等 

知事公室 広報・記録班 広報広聴課 支援に関する広報活動等 
市町村振興班 市町村振興課 県内市町村職員の派遣調整等 

総務部 
総務班 企画管理室 事務局各班への応援調整等 

人事給与班 人事課 
県職員の派遣調整に関すること 

財政班 財政課 
災害支援に関する予算及び資金等 

議会連絡班 法務文書課 災害に関する議会との連絡等 
職員厚生班 総務厚生センター 派遣職員の健康管理等 

文化・教育・くらし 創造部 
協働推進班 青少年・社会活動推

進課 
ボランティアの派遣等 

福祉医療部 避難者生活 支援班 企画管理室 災害派遣福祉チーム活動調整、本県への避
難者の生活支援等 

救援物資班 医療保険課※ 
地域福祉課※ 食料、救援物資の調達・供給等 

医療総務班 地域医療連携課 DMAT、DPAT、保健師チームの派遣活動
調整等 

保健支援班 健康推進課 保健師等の派遣、避難者の公衆衛生等 
水循環・森林・景観環境部 廃棄物対策班 廃棄物対策課 廃棄物処理の支援等 
産業・観光・雇用振興部 救援物資班 企画管理室※ 食料、救援物資の調達・供給等 

食と農の振興部 救援物資班 豊かな食と農 の振興課※ 食料、救援物資の調達・供給等 
県土マネジメント部 建築班 建築安全推進課 建築物、宅地の被災状況確認等 
地域デザイン推進局 住宅班 住まいまちづくり課 本県への避難者への公営住宅提供等 

水道局 
水道支援班 総務課 

応急給水の確保等 
教育委員会 学校支援班 学校支援課 教育支援等に関すること 
警察本部 

総括班 警備課 
警察業務 令和６年１月１１日時点 
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１ 全般

10

Nara Prefecture

奈良県２ 協議事項

（１）全庁体制による被災地支援の方針

・奈良県は、令和６年能登半島地震の被災地支援のため、「能登半島地震奈良県被災地

支援対策本部」を設置し、全庁体制で支援を実施する。

２ 全国知事会や関西広域連合と連携した支援等

・全国知事会、関西広域連合、中部ブロック等と連携し、カウンターパート（対口支援）

方式による被災市町に対する支援を実施する。

・奈良県は、関西広域連合で決定したカウンターパート先である石川県穴水町を支援する。

４ 応援要請等に基づく支援

・国等の枠組みに基づく支援について、庁内及び県内市町村と情報共有するとともに、

必要な支援を実施する。

３ 県内市町村、関係団体等と連携した支援

・市長会、町村会、県内市町村や関係団体等と連携のうえ、被災地のニーズに寄り添った

支援を実施する。


